


















































いては、2 群の連続値の比較には Student の t検定を、他の要因の比較には χ2 検定および Fisher の直
接確立法を用いて単変量解析を行った。また交絡因子を調整するために多変量解析を行った。分析













第 3 章では、全国における 20 歳以上の聴覚障害者 940 人を対象に郵送による無記名式質問紙調
査を実施した。調査票は聴覚障害関連団体である全日本ろうあ連盟を通して配布・回収を行った。
分析対象者のうち、聴覚障害発生年齢が 3 歳未満（0〜2 歳）と回答した人を「言語習得前」群、3




連の違いについても明らかにした。統計学的検定については、2 群の連続値の比較には Student の t
検定を、他の要因の比較には χ2 検定および Fisher の直接確立法を用いて単変量解析を行った。また
交絡因子を調整するために多変量解析を行った。分析対象者の平均年齢±標準偏差は 45.89±11.45 歳、
平均聴力±標準偏差は 99.21±8.22dB であった。性別では「男性」237 名（59.5%）、「女性」161 名
（40.5％）でやや「男性」の方が多い割合であった。比較検討を行った結果、全体において「言語
習得後」群は「言語習得前」群と比してより主観的健康観、主観的幸福感および精神的健康観が良
く、保健福祉サービスへのアクセスがよい傾向にあった。また、最終学歴が短大・高専以上であり、
幼稚部時代に特別支援教育を受けていた、そしてろうとしてのアイデンティティを持つ傾向にあっ
た。性別による分析では、男女共に「言語習得前」群はより主観的幸福感がよく、幼稚部時代に特
別支援教育を受けていた。「言語習得前」群の男性は「言語習得後」群の男性に比して、主観的健康
観が良く、より保健福祉サービスへアクセスしていることが明らかになった。またより最終学歴が
短大・高専以上である、ろうとしてのアイデンティティを持つ、転職の経験があることが明らかに
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なった。女性においては「言語習得前」群の方がより精神的健康状態がよいことが確認されたが、
サービスへのアクセスにおいて有意な差は認められなかった。このことから聴覚障害を生じた年齢
および障害特性にあわせて、また性別に対応した聴覚障害児の成長発達を考慮した適切な教育的対
応および成人になってからも社会生活にうまく適応できるような支援およびサポートにおける取組
みを考えていく必要があると考えられた。とりわけ、障害発生年齢の違いにおける教育歴やアイデ
ンティティおよび就労状態を含むライフスタイル選択の多様性や個別性を認め、考慮し、社会の中
で活かしていく社会作りを考えていくことも必要であろう。 
本研究では、障害者のうち聴覚障害者に焦点をあて、聴覚障害者のよりよい社会参加およびアク
セシビリティ向上実現に向けた支援体制を構築するためにはどのような支援が必要なのか、また聴
覚障害者の実態はどのようなものなのか、その問いに対して実証データに基づいて社会疫学的に分
析と評価を行い包括的に研究したものである。本研究の結果から、聴覚障害者への支援は今後のわ
が国にとって必要不可欠であり急務の課題であること、そして聴覚障害者への支援として聴覚障害
者をひとくくりにとらえるのではなく、障害を発生した年齢などを含む障害特性や性別における違
いを考慮した支援制度の構築が必要であることが明らかになった。本研究で得た知見は、様々な人々
がお互いの違いを認め合いながら地域社会で共存できる社会を目指すためにも、社会的ニーズに対
する問題および今後の課題を聴覚障害者の視点から検討し、障害者施策を展開していく上で有用な
基礎資料になると考える。今後の課題として、本研究で得られた知見を踏まえて聴覚障害者のアク
セシビリティ向上およびよりよい社会参加を目指した制度の構築に向けて以下の点が必要と考える。
まず、聴覚障害者の視点を既存の社会・制度・環境等に入れていき聴覚障害者誰もが自分らしく地
域で暮らすことができる社会の実現に向けて、障害当事者の視点からの実証研究や取組みの蓄積が
必要である。障害を個人の問題として捉えるのではなく、障害受容、障害克服は社会の問題として
とりあげ、社会全体で支えるシステムの構築、社会への理解啓発活動を行う等を視野に入れていく
ことも大きな要点になると考えられる。そして、聴覚障害関連ネットワークを活用した実施体制の
整備や多様な側面をもつ聴覚障害者の実態についての情報収集・整理および普及・啓発活動の実施
に向けた取組みを考えていくことも重要であると考える。さらには、職場定着支援制度の整備と個々
人が持つ社会的機能を向上させて社会生活への反映を促すためのエンパワメント活動の実践も考え
ていく必要があろう。そして、聴覚障害個々人が持つ個人要因および環境要因の違いに対応したコ
ミュニケーション支援およびジェンダーの視点からみた研究や聴覚障害のある女性の発展や地位の
向上およびエンパワメントの推進に向けた取組みの蓄積も今後重要になってくると考える。障害者
総合福祉法および障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律をはじめ、障害者権利条約の理
念に基づいて、さらに今後も障害者をはじめ聴覚障害者をめぐる制度は今後も変遷していくことが
考えられる。これらの影響を障害当事者の視点から実証的に評価していくことはもとより、多面的
かつ長期的な評価が重要であると考えられる。こういった取組みは日本における社会の変化を促進
させるだけでなく、障害者権利条約が目指す本来の目的を達成しようという態度を示す意味でも大
いに意義があると考えられよう。 
